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完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 
 
当社は、2023 年 1 月 20 日開催の取締役会において、2023 年 4 月 1 日を効力発生日として、当社

の完全子会社である株式会社東海トレーディングを吸収合併（以下、「本合併」といいます。）するこ

とを決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 
なお、本合併は当社の完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省

略して開示しております。 
記 

 
１．本合併の目的 

株式会社東海トレーディングは、輸出入関連事業を行っておりますが、業務の合理化、グループ経

営の最適化による経営体質強化を図るため、当社を存続会社として、株式会社東海トレーディングを 
 吸収合併することといたしました。 

 
２．本合併の要旨 
（1）合併の日程 

  合併契約承認取締役会決議日     2023 年 1 月 20 日 
  合併契約締結日           2023 年 1 月 31 日（予定） 
  合併期日（効力発生日）       2023 年 4 月 1 日（予定） 
   本合併は、当社においては会社法第 796 条 2 項に基づく簡易合併であり、株式会社東海トレ 

ーディングにおいては、会社法第 784 条第 1 項に基づく略式合併であるため、いずれも合併契

約承認に関する株主総会は開催いたしません。 

 
（2）合併方式 
  当社を存続会社とする吸収合併方式であり、株式会社東海トレーディングは解散いたします。 

 
（3）合併に係る割当ての内容 
  当社の完全子会社との吸収合併方式であるため、本合併による株式及び金銭等の割当てはあり

ません。 

 
（4）合併にともなう新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 
  該当事項はありません。 

 
 
 
 
 



 
３．合併当事会社の概要（2023 年 1 月 20 日現在） 

 

 存続会社 消滅会社 

（1）名称 東海染工株式会社 株式会社東海トレーディング 

（2）所在地 
愛知県清須市西枇杷島町子新田 

1 番地の 2 

愛知県清須市西枇杷島町子新田 1

番地 2 

（3）代表者 
代表取締役社長 鷲  裕一 

代表取締役専務 八代 健太郎 
代表取締役社長 八代 英次朗 

（4）事業内容 

各種繊維製品並びにその原料の精

練・漂白・染色・捺染及びその他の

加工、各種繊維製品の企画・製造及

び販売、染色加工機械その他各種産

業機械の設計・製造及び販売等。 

繊維機械及びその部品並びに繊維

製品、繊維加工財、工業薬品の輸

出入販売業及びその代理業、工作

機械及びその部品輸出入、販売業

及びその代理業等。 

（5）資本金 4,300,000,000 円 10,000,000 円 

（6）設立月日 1950 年 5 月 8 日 1972 年 10 月 6 日 

（7）発行済株式数 3,614,252 株 10,000 株 

（8）決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 

（9）大株主及び持株比率 

 （2022 年９月 30 日現在） 

ミソノサービス株式会社 12.88％ 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社(信託口)  8.52％ 

株式会社りそな銀行    4.95％ 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行  4.50％ 

八代興産株式会社     4.24％ 

東海染工株式会社    100％ 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 決算期 2022 年 3 月期（連結） 2022 年 3 月期（単体） 

 純資産  7,155,323 千円 35,102 千円 

 総資産 13,384,024 千円 95,109 千円 

 １株当たり純資産 1,926.77 円 3,510.23 円 

 売上高 11,142,800 千円 106,929 千円 

 営業利益又は営業損失 73,365 千円 △17,702 千円 

 経常利益 115,122 千円 1,564 千円 

 親会社株主に帰属する当期 

純利益 
48,492 千円 1,494 千円 

 １株当たり当期純利益 14.96 円 149.48 円 

 
４．合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期に変更はありません。 

  
５．今後の見通し 

本件による当社の連結業績に与える影響については精査中であり、開示すべき事項が生じた場合に 
は、速やかに公表致します。 

以 上 


